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1. 背景と目的
文部科学省では、科学技術・学術審議会において「基本計画特別委員会」を設置し、次期基本計画 (第 3 期科
学技術基本計画 (計画期間 2006 年〜 2010 年)) についての検討を進めている。
この一環として、科学技術政策研究所では、産学官の第一線で活躍する研究者、技術者を対象に、我が国の科
学技術の目指すべき方向や、政府の科学技術振興の方向性について意見を収集するためのアンケート調査を実
施し、2004 年 10 月の第 2 回基本計画特別委員会において、その結果を報告した。
2. 調査方法
科学技術動向研究センターが運営する「科学技術専門家ネットワーク」のアンケート機能を使い、同ネットワーク
に登録されている 1,724 名の科学技術専門調査員を対象に自由記述による調査を実施した。調査期間は 2004 年
9 月 6 日から 9 月 17 日までである。このうち、189 名 (企業 31 名、大学 109 名、公的機関 30 名、各種団体等
11 名、その他 8 名) から回答があった。
3. アンケート結果
今回実施した 4 つの設問に対する回答 (意見) の全般的傾向は下記のとおりである。
Q1. 我が国の科学技術の目指すべき方向はどのようなものと考えますか
[回答の全般的傾向]
全回答者 189 名のうち 184 名の記入があった。
意見は多岐にわたっているが、「科学技術の目標」に関する意見と、「科学技術振興の方針」に関する意見の
2 つに分類することができる。
「科学技術の目標」に関する意見を概観すると、以下の 6 つの意見に集約できる。
1. 環境、エネルギー、食料等の国際的・国内的諸問題の解決のための科学技術
2. 知の創出のための科学技術
3. 安心・安全・安寧を保障するための科学技術
4. 活力を創出し、国際競争力を確保するための科学技術
5. 質的な充足のための科学技術
6. 世界のリーダーシップをとり、国際貢献に寄与するための科学技術
これらのうち最も多かった意見は「1. 環境、エネルギーおよび食料等の国際的・国内的諸問題の解決のため
の科学技術」であり、回答者のうち 3 割弱がこれに関する意見を述べている。
「科学技術振興の方針」については、以下の 6 つの意見に集約できる。
1. 教育、人材育成を充実させる
2. 我が国の特性に合致した独創的な科学技術を創出し、我が国の強みを強化する
3. 資金配分や評価などのシステムを整備する
4. 基礎研究と応用研究のバランスを図り、基礎から応用までの道筋を明確にする
5. 科学技術の俯瞰的展開、複合化、統合化を志向する
6. 国民の科学技術への興味を喚起し、理解を増進させる
これらの中では「1. 教育、人材育成を充実させる」が最も多く、3 割強が関連する意見を述べている。他に「2.
我が国の特性に合致した独創的な科学技術を創出し、我が国の強みを強化する」と「3. 資金配分や評価な
どのシステムを整備する」が各々 1 割強である。
Q2. 政府は科学技術振興に関し、どのような点に力を入れるべきだと考えますか
[回答の全般的傾向]
全回答者 189 名のうち 183 名の記入があった。
これらの回答を概観すると以下の 7 つの意見に集約できる。
1. 教育、人材育成の充実
2. 基礎研究の充実
3. 研究環境の整備
4. 研究費の充実
5. 評価システムの確立
6. 国民の科学技術への興味喚起と理解増進
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7. 日本の特性にあう独自性ある研究分野の強化
「1. 教育、人材育成の充実」については、この設問への回答者の 4 割弱が述べている。この意見について
は、「初等中等教育」に関する意見と、「若手研究者育成」に関する意見のさらに 2 つに分けることができる。
次いで多い意見は「2. 基礎研究の充実」であり、2 割強がこれに関連する意見を述べている。また、「3. 研究
環境の整備」、「4. 研究費の充実」についても 2 割弱が意見を述べている。
Q3. 第 1 期、第 2 期科学技術基本計画についての意見
[回答の全般的傾向]
全回答者 189 名のうち 142 名の記入があった。
ほとんどの回答者が現行基本計画について、様々な角度から問題を提起している。ただし、約 5 割の回答
者は「基本的には現行基本計画を肯定する」との立場を明確にした上で、基本計画についての意見を述べ
ている。
提起された問題などを集約すると以下の 6 つになる。
1. 基本計画の実行と評価
2. 重点化分野
3. 基礎研究の重要性
4. 人材育成 (教育、若手研究者)
5. 独自性・独創性ある研究の推進
6. 国民への発信
Q4.その他、上記設問以外の意見
[回答の全般的傾向]
全回答者 189 名のうち 76 名の記入があった。
回答を概観すると、これまでの設問において多くの意見が寄せられている人材、研究費、評価などの「個別
事項」に関する意見と、「科学技術政策策定の基礎となる理念、国家ビジョンの必要性」に関する意見に大別
できる。
その他に寄せられた意見を集約すると以下の 6 つになる。
1. 国家ビジョンの明確化
2. 国の役割
3. 政策評価及び幅広い意見集約の必要性
4. 教育、人材育成の充実
5. 研究環境・システムの整備、研究者処遇の改善
6. 研究費配分の適正化、評価システムの確立
「1. 国家ビジョンの明確化」についてこの設問への回答者のうち2割強が触れており、長期的・総合的な視点
に立った国家ビジョンの必要性や、世界・アジアの中での日本の位置づけといった観点での意見を述べてい
る。「2. 国の役割」や「3. 政策評価及び幅広い意見集約の必要性」についても各々 1 割程度の回答が集
まった。
個別事項に関する意見の「4. 教育、人材育成の充実」、「5. 研究環境・システムの整備、研究者処遇の改
善」、「6. 研究費配分の適正化、評価システムの確立」は、いずれも 2 割弱がこれらに関する意見を述べて
いる。
これら以外では、特定分野の重要性を述べた意見や、本アンケートに対する意見等が見られる。
本調査資料 (http://www.nistep.go.jp/index-j.html) には、回答 (意見) の全般的傾向と合わせて設問ごとの代
表的な意見の要約を例示するとともに、いただいた 189 名のアンケート回答 (全文) を添付してある。
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科学技術政策研究所は、2003 年 1 月から 3 月にかけ
て「全国イノベーション調査」を実施し、このほどその調査
統計結果を取り纏め、2004 年 12 月に、『全国イノベー
ション調査統計報告』として公表した (本調査統計報告に
ついては、政策研ホームページよりファイルのダウンロー
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ドが可能である: http://www.nistep.go.jp/index-j.html)。
わが国など先進諸国の現代の経済社会は "知識基盤
経済"、"知識基盤社会" とよく表現されるように、政策にお
いては、単に研究開発活動を通じて知識や技術を生み出
すだけでなく、それらが、新たな製品やサービスを通じ
て、あるいはこれらの製品やサービスを生み出す新たな
プロセスの中に活かされて、経済的・社会的な価値を間断
なく創出し、持続的な成長を図っていくことが重要になっ
ている。本調査の調査要領においても記したように、ま
た、最近でもたとえば Lundvall and Borras [2005] にも示
唆されているように、全体として的確な科学技術・イノベーション政策を展開していく上で、イノベーション・システム
に関する動向を観測していくことが不可欠となっている。このような背景の中で、民間企業のイノベーション活動の
状態や動向を調査し、科学技術・イノベーション政策の立案・推進に必要な基礎資料を得ることを目的として、本調
査は実施された。
わが国では、このようなイノベーション活動に着目した質問票調査としては、1994 年に後藤と永田が、科学技術
政策研究所において、米国と比較可能な方法で実施した調査がその嚆矢であるといえよう (結果については、『イ
ノベーションの専有可能性と技術機会: サーベイデータによる日米比較研究』(NISTEP Report No. 48、1997 年 3
月) などによって公表されている)。この調査から、当時は日米に専有可能性を確保する主たる手段に違いがあるこ
とや、産業によってイノベーション・プロセスに違いがあることなどが明らかになっている。
さて、本「全国イノベーション調査」を実施するにあたり、調査対象範囲を産業の面でも企業規模の面でも拡大す
るとともに、政策基礎資料としての重要性に鑑み、また、この間の国際的な取り組み (たとえば、イノベーション調査
のための標準的なガイドラインである「オスロ・マニュアル」の改訂作業や、 EU諸国ならびに OECD 諸国の協力に
よる標準的調査票・調査方法論の策定) を反映して、国際比較可能性を大きく向上させることを意図した。また、総
務大臣の承認を受け、統計調査として初めて実施した。
また、新たな商品やサービスが市場に導入されるなどとする国際的に標準の統計調査上の定義とされた
"innovation" の概念を、わが国の文脈において的確に反映することについては細心の注意を払った。以下の囲み
に述べるように、本調査では「イノベーション」の語を用いることとした。
本調査では、上述の国際標準的な質問票に基づき、"イノベーション" を、市場に導入された新し
いまたはかなり改善されたプロダクト (商品またはサービス)、または自社内での新しいまたはかな
り改善されたプロセスの導入と定義し、この概念を表すのに、「イノベーション」の語を用いた。な
お、「技術革新」という語は、技術にだけ限定され、しかも、商品やサービスといった形態による市
場への導入を前提としない研究開発における先端技術を対象にした急進的な変化を想起させる。
そこで、ここでの "イノベーション" の概念とずれが生じることから、本調査では用いなかった。他
方、欧米では、「イノベーション」といった場合には、この国際標準の統計調査上の定義にほぼ近
く、新たな商品やサービスを市場に導入することといった意味合いで使われることが多くなってき
ている。ちなみに、同じく漢字を使用する中国では、この "イノベーション" に対して「創新」という
語が充てられている。
調査の概要について述べると、調査単位は企業であり、農林水産業、鉱工業、サービス業 (以下に示す表の註を
参照) に属する民間企業を対象とした。「平成 13 年事業所・企業統計調査」の結果より当該産業に含まれる約 62
万社の企業のうち、経済活動と企業規模とによって層別した層化抽出法に基づき、従業者数 10 人以上の対象母
集団に含まれる 216,585 社から 43,174 社を標本抽出した (うち従業者数 250 人以上の企業については悉皆調査
とした)。そして、9,257 社から回答を得た (回答率: 21%)。調査は郵送調査の方法によった。
結果については、紙幅が限られているので本稿では主だったものに留めたい。
1999 年から 2001 年の間、プロダクト・イノベーションかプロセス・イノベーションのいずれかでも実現したイノ
ベーション実現企業の割合は全体で 22% であった。また、この 3 年間においてまだ継続中であるあるいは中止す
るなどした場合も含めたイノベーション活動実施企業についてみても、全体で 29% であった [表参照]。
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表 イノベーション実現企業ならびにイノベーション活動実施企業、全企業数に対する割合、1999 年-
2001 年
(単位:%)
 イノベーション実現企業  イノベーション活動実施企業
全規模 小規模 中規模 大規模 全規模 小規模 中規模 大規模
全経済活動 22 19 26 47 29 26 32 54
農林水産業 19 19 23 0 28 28 30 60
鉱工業 24 21 31 56 33 30 38 63
    製造業 24 21 31 56 33 30 39 63
サービス業 19 17 21 37 24 22 26 43
出典:
表 2、表 3、「全国イノベーション調査統計報告」、文部科学省科学技術政策研究所、2004 年 12 月。
註:
小規模企業とは従業者数 10 人以上 49 人以下の企業、中規模企業とは従業者数 50 人以上 249 人以下の
企業、大規模企業とは従業者数 250 人以上の企業を表す。鉱工業には、製造業のほか鉱業ならびに電気・
ガス・熱供給・水道業が含まれる。
サービス業には、卸売業、運輸・通信業、金融・保険業、電子計算機・同関連機器賃貸業、ソフトウェア業、情
報処理・提供サービス業、学術研究機関、土木建築サービス業が含まれる。
国際比較については、本調査統計報告では、参考として、イノベーション実現企業ならびにイノベーション活動実
施企業の割合について、EU のレポート [European Commission, 2004] に掲載された EU 全体の値と対比して示し
ている。どの企業規模においてもその割合が低いが、とくに日本では中規模企業 (従業者数 50 人以上 249 人以
下の企業) における率が低いのが目立つ。
連携・協力についてみると、イノベーション実現企業の 28% は、他の企業・機関等と何らかの協力の取り決めを有
している。とくに大規模企業では、より多くの取り決めを有し、また、そのパートナーも、自社グループ内の他の企
業、大学あるいは他の高等教育機関とする企業の割合が中小規模企業と比して多く、またその重要度も高くなって
いる。それから、イノベーションを保護するための手段として、特許が用いられているが、これに加えて、企業機密
や商標もよく用いられていることがわかった。
ところで、イノベーション活動を実施しないのはなぜであろうか。阻害要因があるから実施しなかったという企業
の割合は少なく (イノベーション活動非実施企業の 19%)、そもそも、市場の状況のためにあるいは以前にイノベー
ションを行っていたためにイノベーション活動を必要としていなかった企業がかなりの割合を占めていた。
本調査では、新たな経営戦略や知識マネジメントの実施や組織変化といった非技術的な局面での取り組みにつ
いても尋ねている。ここでは、イノベーション実現企業だけでなく、イノベーション非実現企業においても、「プロダク
ト・コスト低減戦略」、「市場拡大・占有率向上戦略」、あるいは、一種の組織の囲い込みを示唆する新しい機能部門
または職能の「内部化」などが多いことが示されている。これらは、従来、日本企業の特徴とされてきている、プロセ
ス重視の取り組みや効率化の促進といった所見と符合しているように思われ興味深い。
また、内部研究開発については、とくに人材についてみるとその 82% が大規模企業で従事していることがわかっ
た。これらのことから、日本のイノベーション・システムは、大企業が中心となっており、また、国全体としては、企業
数という点でみれば、イノベーション活動を実施しているのはマイノリティであるということが示唆される。
本稿では産業ごとの特徴については割愛するが、本調査統計報告では、できるだけ産業ごと企業規模ごとの状
況がわかるように表章している。
このほかにも、企業のイノベーション活動に関わるさまざまな変数について調査している。詳細についてはぜひ
本調査統計報告をご一覧いただきたい。また、残念ながら回答率が高くなかったことに関連して、非回答分析の結
果概要や解釈上の注意についても、本調査統計報告には記している。
本稿で述べたものを含め、「全国イノベーション調査」では次のような項目について調査している:
一般的情報、基礎的経済情報
プロダクト・イノベーション、プロセス・イノベーション、未完了のあるいは中止されたイノベーション
活動
イノベーション活動への支出
イノベーションに係る内部研究開発
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イノベーションの効果
イノベーションのための公的な財政的支援
イノベーションのための協力
イノベーションのための情報源
イノベーションを阻害する要因
イノベーションを保護するための特許およびその他の手段
他の重要な戦略的および組織的変化
文末になるが、調査にご回答いただいた企業をはじめとして、本調査にご協力をいただいた多くの方々にこの
場を借りて改めて感謝申し上げる。本調査統計報告が、科学技術・イノベーション政策の基礎資料として国内外で
広く活用されるのみならず、今後の政策研究に寄与し、そして、イノベーション活動を担っていらっしゃる産業・企業
における経営ビジョン構築や戦略策定にも役立つようであれば幸いである。
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